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Summary

　 This study constitutes one of a series of analyses that re-organize the "resource curse" 
as a comprehensive theory in which the author has been engaged. The author has already 
organized the various mechanisms of the "resource curse" that can be inferred to have been 
afflicted the world's resource-producing countries using comparable macro data.
　 In this paper, the author focuses on Ukraine and once again depict the background of the 
invasion by Russia, which has already been analyzed extensively, through the mechanisms 
of the "resource curse". As the background to the Russian invasion, this paper focuses on the 
Donbass conflict that triggered it.
　 The analysis in this paper extracts the inefficient and authoritarian social structure that 
expanded from the coal mining industry to the coal-related sectors, metal processing industry, 
and state administration from 1993, when the country had already gained independence 
from the Soviet Union. And the problematic structure, I can say, has been built up from the 
characteristics of the coal mining industry. 
　 The conflict in the Donbass occurred because the Greed & Grievance  mechanism supported 
the separatist movement, and mechanism of  opression and rent-state reinforced the division 
of the country. Furthermore, Ukraine's mineral resources, because of their abundance and 
importance, could greatly threaten Russia's security through resource diplomacy. It can be 
assumed that Russia's own resource diplomacy could not allow Ukraine's resources to be 
used for the benefit of the EU, and furthermore, the potential political and economic resource 
benefits in its own hands facilitated the decision for a military invasion that would have cost a 
great deal of money.
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はじめに

　2022年2月24日に開始されたロシアのウクライナ侵攻が、2014年2月のマイダン革
命（もしくは、ユーロ・マイダン革命）を契機とするドンバス地方における内戦（ド
ンバス紛争）の拡大によって引き起こされたことは間違いない。ロシア侵攻後の多く
の議論が注目するように、マイダン革命以降の内戦や、ウクライナの NATO や EU へ
の接近に注目することは、本戦争の直接的な原因や経緯を明らかにする上で重要であ
る。しかし、その予防に目を向けるのであれば、過去に遡ってマイダン革命やドンバ
ス紛争へと至る背景にも目を向けなければならない。
　ドンバス地方は、石炭を中心とする鉱物資源とその石炭・金属加工産業の中心地と
して、ウクライナとロシアの両国の政治的な思惑が重なり合い、せめぎ合う中で特殊
な社会構造を作り上げてきたと言われている。したがって、ウクライナとロシアにお
ける資源戦略上の重要性に加えて、その特殊性に再度注目することは重要である。ウ
クライナ革命の背景を整理する上で、筆者の従事する広義の「資源の呪い」に対する
研究は、当時には分析されなかった社会的因果関係の一部を抽出することができる。
　本稿は、筆者が進めてきた「資源の呪い」研究の一環（栗田, 2020）（栗田, 2021）
（栗田, 2022）として実施する資源国事例分析の一つであり、ウクライナの、そして、
ドンバス地方の特殊性を既存「資源の呪い」研究の延長線上に位置付けようとするも
のである。ウクライナは、保有資源の特徴に加えて、地政学的な特殊性から、ロシア
のウクライナ侵攻に、少なくとも間接的に大きな影響を与えている。このウクライナ
の特殊性を「資源の呪い」研究の延長線上に位置付けることは、多様な「資源の呪い」
の類型化作業のみならず、今後の激化も予測の範疇にある東西の新冷戦下における安
全保障をめぐる駆け引きを予防ないし軽減する上でも幾許かの貢献をするものとなる。
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1. 既存研究との交差

1-1. 本分析に関連する「資源の呪い」メカニ

ズム

　多分野および広範囲に展開されてきた「資源
の呪い」研究において、「資源の呪い」の定義
も多様である。筆者は全ての資源国を対象とし
た多様な姿をとる「資源の呪い」の類型化作業
を実施する膨大な分析作業の一環として、本
研究を位置付けている。この研究では、「資源
の呪い」の多様性を余すことなく取り込むた
めに、「資源の呪い」を「資源もしくは資源産
業の特徴を起点として」「資源利益への依存や
期待が作り出す負の社会影響」（栗田 2021）と
して定義し、資源の特徴を起点として社会制度
への影響を通して社会に与える負の社会影響を
結ぶ数多くの因果関係を７つのメカニズム（表
１）に整理した。

1-2. マクロデータに見るウクライナ

　栗田（2021）は、全世界ほとんどの国を対象
とする国際比較可能なデータを利用して、資源
国を抽出し、さらに上述７つの「資源の呪い」
メカニズムに関連の深い社会データを通してそ
れらメカニズムが機能している可能性につい
て、資源国ごとに整理した。
　栗田（2021）の分析基準によれば、ウクライ
ナは、世界銀行の所得区分で低中規模経済国に
位置し、原油・天然ガスセクターおよび鉱石・
石炭セクターの２つのセクターどちらにおいて
も資源国としての資源レント GDP 基準（３％
以上）を満たしている。原油・天然ガスセクタ
ーおよび鉱石・石炭セクターの両セクターにお
いて、その依存度は低度である。
　表２は、「資源の呪い」関連指標の変化とそ
のピーク（色塗り枠）および「資源の呪い」を
示唆しているかもしれない国際比較で顕著なス
コア（太字）を示し、表３は、その結果を整理

表１.「資源の呪い」メカニズムの７分類と社会悪化へのプロセス

レント国家メカニズム 政府のレント依存による制度変質
レント・シーキングメカニズム レント・シーキング活動の活発化による制度⾮効率化
オランダ病メカニズム 資源ブームとその終了による脱⼯業化
過剰債務メカニズム 資源期待による過剰債務化

強欲・不満メカニズム 指導者の利益拡⼤⾏為と資源利益搾取による⺠衆不満との結合
合意不可能性メカニズム 合意形成を軽視・無視する開発強制のための制度変質
抑圧メカニズム 政府軍の抑圧と反政府武装勢⼒との悪循環

出典：栗⽥(2021)より筆者作成

レント依存メカニズム群

摩擦メカニズム群

表１　「資源の呪い」メカニズムの７分類と社会悪化へのプロセス

表２　ウクライナにおける「資源の呪い」関連指標
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したものである。1991年にソビエト連邦から
独立したウクライナのデータは、1991年（前
期途中）からである。
　少なくとも表２、３からは、ウクライナが
ソビエト連邦からの独立以降、前期（199年～
1999年）から後期１（2000年～2005年）にか
けてレント依存メカニズム群の４つのメカニズ
ム（レント国家メカニズム、レント ・ シーキン
グメカニズム、オランダ病メカニズム、過剰債
務メカニズム）が機能している可能性、後期２
（2006年～2018年）にかけてレント依存メカ
ニズム群の若干の改善の一方で摩擦メカニズム
群が強力に機能を開始した可能性をそれぞれ示
している。

2. ウクライナの資源産業と国際政治上

の戦略的位置づけ

2-1. 鉱業制度

　表４にウクライナの政権と鉱業関連の出来
事についてまとめた。1991年のソビエト連邦
崩壊に伴う独立以降、ウクライナはソビエト
連邦時代からのロシア国営企業およびウクラ
イナ国営企業による探鉱・開発・操業を前提と
する、社会主義的かつ曖昧な鉱業制度の下で、
鉱業活動が展開された。ウクライナとしての明
確な鉱業制度は、レオニード・クチマ政権時代
の地下鉱業法（No.132/94-VR/1994年）、外国投
資法（No.93/96-VR/1996年）、そして、鉱業法
（No.1127-XIV/1999年）により、一方で企業の
民営化を推進し、他方で中央集権的な管理運営
を行う鉱業制度が完成した。
　しかし、2004年のオレンジ革命によって親

欧路線へと転換し、2010年ヴィクトル・ヤヌ
コーヴィチ政権には親ロシア政策へ1、そし
て、2014年のマイダン革命によって再び親欧
路線へと転換した。そのため、憲法をはじめと
した制度的枠組みが大きく揺れ動いた。結果、
実質的な鉱業制度の基盤づくりは、EU 加盟を
念頭に入れた2014年以降まで待たねばならな
かった。
　数少ない実質的な鉱業政策の成果は、大半の
炭鉱が非効率的な技術や経営によって利益を得
られなくなっている状況下で、産出される石炭
を政府が高額で買取り、安価に国内企業や各家
庭へ販売するヤヌコーヴィチ政権による巨額の
補助金支援である。しかし、ヤヌコーヴィチを
ロシアに追い出して政権の座についたペトロ・
ポロシェンコ大統領は、ウクライナの財政負担
の元凶でありヤヌコーヴィチ政権の汚職の象徴
でもあった、この石炭の補助金政策を中止し、
石炭業界の大規模な整理と近代化のための政策
を打ち出した。
　2014年から８年経った現在も鉱業政策の基
盤としての鉱業法についての修正作業は未だ完
了しておらず、労働者の権利や地域住民への配
慮、気候変動を考慮に入れた環境規制、企業の
投資環境等に関する国際基準（＝欧州基準）と
の困難なすり合わせ作業の途中で、ロシアによ
るウクライナ侵攻という混乱に直面することと

1　親ロシアではあるが、EU への接近を通した資源供
給源の安定化および資金、技術、市場へのアクセスは
ヤヌコーヴィチ政権にとっても高い政策優先順位を有
していた。彼の政策が親欧と大きく異なるのは、EU
が求める汚職、環境、民主主義に対する改善姿勢の弱
さにある。例えば、Kholod（2012）、Savitsky（2015）、
Kazanskyi（2017）を参照。

表３　「資源の呪い」諸メカニズムの機能可能性
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なった。2015年に気候変動条約への対応とし
ての石炭産業の大幅な改革を発表し、石炭産業
の近代化をも視野に入れた投資環境の改善の
ために鉱業規制緩和法（No. 2314-VIII/2018年）
が施行された。
　企業の民営化については、小規模な企業につ
いては2000年までにほとんど完了したが、大
規模な企業に関して、ドンバス地方のドネツク
人民共和国およびルハンスク人民共和国内の国
営石炭企業は事実上の放棄、その他採鉱企業は
入札の延期や条件の不一致等により進んでいな
い。
　2013年、ウクライナは、EITI（採取産業透
明化イニシアティブ）の参加が認められた。そ
の後、2015年の EITI 強化法（No.524 VIII）を

制定し、その下で情報収集・管理のデジタル化
を進め、下層土の権利や鉱業関係主体の鉱業活
動の監視・管理の効率化を図った。また、2020
年には政府、企業、自治体、市民のパートナー
シップと対話プラットフォームの構築を通し
て、「ウクライナの EITI のためのモニタリング
および評価システム（Monitoring and evaluation 
system for UAEITI）の枠組みを構築した。EITI
の下で実施されてきた一連の汚職対策や透明
性向上に関して、ウクライナは一定の成果を上
げ、課題はあるものの高い評価を得ている2。

2　この成果と評価、課題に関しては、3-4にて詳述す
る。

表4. ウクライナ鉱業関連年表

鉱業関連
1991 独⽴宣⾔（8/24) 外国投資保護法(No. 1540a-XII）

ソビエト連邦崩壊、CIS創設（12⽉） 投資活動法（No.1560-XII）
クラフチュク政権（12/5-) 環境保護法（No.1264-XII）

1994 クチマ政権(7/19-, 第⼆次1999.11/14-） 地下鉱業法（No.132/94-VR）
1996 憲法制定 外国投資法（No.93/96-VR）
1997 ウラン鉱⽯採掘・加⼯法（No.645/97/VR)
1999 鉱業法（No.1127-XIV）

廃棄物法（No.187/98-VR)
PSA法（No. 1039-XIV）

2001 ⽯油・天然ガス法(No. 2665-III)
2004 オレンジ⾰命 （-2005年1⽉）
2005 ユシチェンコ政権(1/23-)
2010 ヤヌコーヴィチ政権（2/25-) 課税法（No. 2755-VI)
2011 欧州エネルギー共同体加盟

国家鉱物資源開発プログラム（2030年まで）（No. 3268-VI)
⽯炭・ピート産業再編⽀援法（No 236)

2012 鉱業を含むサブソイル権利⼿続き簡略化の提案
2013 EITI candidateに承認
2014 マイダン⾰命（2⽉） 課税修正法（No. 71-VIII)

トゥルチノフ代⾏政権（2/23-)
クリミア併合（3⽉）
ドネツク⼈⺠共和国・ルガンスク⼈⺠共和国の独⽴宣⾔（5⽉）
ポロシェンコ政権（6/7-)
ミンスク議定書（9/5)

2015 ミンスク２（2/11) ⽯炭セクターのリフォーム・近代化プログラム
プーチンがドンバス地域の独⽴承認 EITIウクライナ強化法（No.521-VIII)

2017 環境影響評価法（No.2059-VIII)
国営⽯炭公社（NCC）設⽴

2018 鉱業規制緩和法（No. 2314-VIII)
EiTI促進法（No 2545-VIII)

2019 ゼレンスキー政権（5/20-)
2021 EUと⼀次資源に関する戦略パートナーシップ締結
2022 ロシアによるウクライナ侵攻（2/24）

出典：筆者作成

政権および⾰命・紛争関連
表４　ウクライナ鉱業関連年報
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2-2. ウクライナの鉱物資源

　表５は、ウクライナの主要鉱物資源・燃料の
産出量の推移である。政治経済的に重要度の高
い埋蔵量および生産量を有する鉱物資源は、
石炭、天然ガス、鉄、ウラン、チタン、マンガ
ン、そして、最近発見されたリチウムである。
EITI に報告された情報によると、2020年の採
鉱産業（そのほとんどが化石燃料を含んだ鉱
業である）の占める GDP シェアは4.54%、輸
出シェア5.95%、歳入シェア11.28%、投資シェ
ア10.66%、正規労働者シェア2.54% であった
（EITI Ukraine 2020）。
　独立当初より現在に至るまで、ロシアへのエ
ネルギー依存を低めることがウクライナの最優
先資源戦略であり続けてきた。1980年代末に
は、世界の5％の鉱物資源をウクライナが生産
していたとされているが、独立後に生産量は激
減し（Gurskiy and Kalinin, 2000）、2014年のマ
イダン革命を契機とした鉱業地帯ドンバス地方
２州（ドネツク州、ルハンスク州）の独立・紛
争は特に石炭をはじめとする鉱業の更なる縮小
を引き起こし、紛争地域での天然ガスその他の
鉱物資源の探鉱作業を中止に追い込んだ。

　未だ鉱物資源のポテンシャルは高く、2020
年の時点における埋蔵量は、マンガンが世界第
４位（世界シェア10.8%）、ルチルが世界第６
位（世界シェア0.3%）、鉄は世界第６位（世界
シェア2.7%）、イルメナイトは世界第10位（世
界シェア0.8%）、ウランは世界第12位、石炭は
世界第18位、天然ガスは世界第23位である。
また、ウクライナへのロシアの侵略の直前に世
界有数規模と目されるリチウム鉱床の発見が報
告されている（USGS 2021）。
　図に主要鉱物資源の採掘地・埋蔵地を示し
た。
　石炭に関して、ソビエト時代にドネツク州は
ソビエト連邦最大の石炭産出地域として発展し
た。この石炭の生産のため、受刑者を含めた炭
鉱労働者がソビエト各地から集まり、隣の炭鉱
地帯ルハンスク州とも結びついた巨大な人口を
抱える炭鉱大都市経済圏を形成したのである。
　炭鉱業は、独立後に工業地帯として発展した
東部地域において最も多くの雇用を生み出す産
業であり続け、東部および南部に集中的に設立
された他鉱物資源の加工工場へ燃料としての石
炭を供給し続けた。また、個々の家庭にとって
も石炭は冬の生活の必需品であった。更に、石

表５　ウクライナの鉱物資源・燃料生産量の推移
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炭は、ロシアへのエネルギー資源依存を減少さ
せる上で中心的な役割を期待されていた。石炭
の埋蔵量の90％がドンバス州のドネツク盆地
に偏在する。
　天然ガスは、ヨーロッパ大陸最大規模の埋蔵
量を誇る一方で、その開発は進んでいない。ド
ネツク州北部からハルキウにかけての地域、
クリミア半島の西部海底、そして、リヴィウ州
からイバノフランコフスク州にかけての３カ所
を中心に広く大規模な天然ガス田が広がってい
る。
　ルチル、イルメナイトとしてのチタン鉱床
は、ドニプロ地域を中心に、キーフ、ハルキ
ウ、ドネツクに分布し、サポリージャで精錬さ
れている。2020年、欧州委員会はチタンを重
要原料（CRM）として認定し、その最大供給
源となり得るポテンシャルからウクライナへの
期待は大きい。
　マンガン鉱床は、ドニプロペトロウシク州の
ニコポリ、 フェドリスケ、ベリコ - トクマツク
エリアに集中している。現在、商業開発が行わ
れているのはニコポリマンガン鉱床エリアのみ
である。
　鉄の主要鉱床は、クリミアを含めて５つあ
り、その70％弱をドニプロペトロウシク州と
ミコライウ州に跨るクリヴィー・リフ鉱床が占
める。鉄鋼業は、ドニプロ、クリヴィー・リ
フ、ニーコポリ、ドンバス、マウリポリ、ザポ
リージャに集中する。
　リチウムはドネツク州とウクライナ・シール
ドと呼ばれるリウネ州東部からザポリージャ
州まで斜めに縦断するから基盤岩石（basement 
rock）ブロックに含有されていることが明らか
にされているが、ドネツク州とキロボグラッド
州で大規模な鉱床が発見され、政府との交渉が
開始されている3。

2-4. ロシアとの連関におけるウクライナ鉱物

資源の戦略的位置付け

　2014年と2022年の２度にわたるロシアのウ
クライナ侵攻は、プーチンの発言や主要な政治
分析を引用するならば、ドンバスの２つの人民
共和国からの救援要請に基づいて、8年間にわ
たってウクライナ政府に虐げられジェノサイド
にさらされてきた人々を保護し、また、NATO
の東方拡大によるロシアの安全保障への脅威を
取り除くことを目的として実行された4。前者
の言説の背景にあるのは、その明確な定義こそ
論者によって異なるものの、Greater Russia へ
の民族統一主義（Irredentism）であり（Patin, 
2016）（Pentassuglia, 2022）、後者が民族統一主
義と結びついた米国政府のみ国際ルールを遵守
しなくても良い国際社会への不信感であること
は間違いない（NHK, 2022）。
　他方で、巨額に過ぎる侵攻コストに対する将
来的な経済利益や資源外交に基づく安全保障の
強化をロシア侵略の直接的な理由、もしくは侵
攻を正当化する上での十分な説得力を有する間
接的な理由として、ウクライナ、特に侵攻優先
地域であるクリミア半島からドンバス地方まで
のウクライナ東部・南部地域に眠る戦略的資源
の存在と紐付けて分析する資源専門家も少なく
ない。以下は、2004年のクリミア併合、それ
以降のロシアの資源戦略、そして、2022年2月
に始まるウクライナ侵攻に関する代表的な言説
である。

　「（クリミア半島に進軍した）ロシアの軍事作
戦のタイミング、そして占領地域の選択は偶然
ではない」（オレクサンドル・ハルチェンコ：
キエフ調査コンサルティング会社エネルギー
産業研究センターマネージングディレクター）
（Brewster, 2022）

3　鉱床や採鉱地の情報は、JOGMEC（2021）、UAEiTi 
（2021）（2022）、Belmonte（2022）、Fant（2022）、
Liventseva（2022）、Tabuchi（2022）を参考にした。

4　プーチン大統領の演説に関しては、NHK(2022) の日
本語訳を利用した。
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　「2014年以降に（ウクライナにおいて）生じ
た全ての問題は、ウクライナのガス市場の自由
化問題に関係しています」（ズザナ・ノワク：
ポーランド国際問題研究所）（Brewster, 2022）

　「これが侵略の主な理由ではないかもしれな
いが、間違いなくウクライナの鉱物資源が、こ
の国がロシアにとって非常に重要である理由の
１つである」（ロッド・スクーノバ：米国の国
家情報委員会の元環境天然資源課長）（Tabuchi, 
2022）

　前節で述べたように、ウクライナはその独立
スタート時点よりロシアへのエネルギー依存の
低下を重要戦略として位置付け続けてきた。
独立当初のクラフチュク政権のみならず、一
般的に親ロシア派と認識されるクチマ政権や
ヤヌコーヴィチ政権においても、エネルギー資
源の多角化及び自給化を伴ったウクライナ化 
（Ukrainization）は、ウクライナにとって政策
的基盤であり続けた（Ford, 2014）。
　2014年と2022年のロシアのウクライナへの
侵攻を資源戦略の立場から捉える Muggah and 
Dryganov （2022）によれば、2013年の石油・天
然ガスの民営化の試みは、2014年のロシア侵
攻によって妨害され、2017年の新エネルギー
戦略と2021年の資源開発手続きのスピード化
の試みも、再びロシアの侵攻によって飲み込ま
れてしまった。多くのウクライナの重要資源が
眠るウクライナ東部および黒海が攻撃のターゲ
ットになってしまったからである。
　ウクライナの黒海沿岸を含むウクライナ南部
東部の地域は、現在ロシアが支配しており、ウ
クライナの石油の約半分、天然ガスの72％、
石炭のほぼ全ての生産量と埋蔵量を占めてい
る。さらに、新エネルギー戦略で過大な期待を
背負うリチウムの大半もドネツク州にあること
が確認されている。
　加えて、ウクライナ、特に東部および南部地
域においてヨーロッパ大陸最大級の埋蔵量を誇

る石油、天然ガス、リチウムが開発・生産され
ることになるならば、ウクライナのみならず、
多くのヨーロッパ諸国がロシアへのエネルギー
依存率を大幅に低下し得る。他方、ロシアから
するならば、核兵器の使用を除き、NATO 諸国
を含む周辺諸国へのロシアの保持する最大の外
交カードが、それら国々のロシアへの過大なエ
ネルギー資源依存であることを前提とするロシ
アのエネルギー資源であることは間違いない。
　2021年７月13日、EU とウクライナは、「一
次資源に関する戦略パートナーシップ」の開始
を宣言した。これは、ウクライナにある戦略的
資源とバッテリーに関して EU とウクライナの
バリューチェーンの統合を目指すことを目的と
する。EU としては30ある重要原材料（European 
Commission, 2020）のうちウクライナにある21
資源における供給源多角化、ウクライナにとっ
てはガスパイプラインを含むロシアからの収入
減少を埋める新たな収入源の拡大をもたらすも
のである。したがって、ウクライナおよび EU
の両陣営は、より積極的にロシアへの依存から
の脱却のための大きな一歩として「一次資源
に関する戦略パートナーシップ」に対して過
大な期待を寄せていた（Simon, 2020）（Simon, 
2021）。
　2022年2月、ウクライナ国立科学アカデミー
の研究者スヴィトラーナ・ヴァシレンコとウリ
アーナ・ナウメンコは、「ウクライナは世界有
数のリチウム生産国になる大きなチャンスが
ある」と最新の研究結果を発表した。リチウ
ムは、EU との先の戦略パートナーシップで最
も重要視される資源である。そして、その3日
後、プーチン大統領はウクライナへの侵攻を発
表した（Belmonte 2022）。

3. ドンバス地方における「資源の呪い」

　ドンバス地方２州の分離独立宣言を契機と
したウクライナ政府 vs. 独立２州間の内戦が、
2022年2月のロシアによるウクライナ侵攻の直
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接的な理由となったことは間違いない。分離独
立運動および紛争激化に至る背景や経緯は、こ
れまでに多くの研究や調査によって抽出され、
整理されてきた。ここでは、それら既存研究の
成果を「資源の呪い」メカニズムに沿って再整
理するとともに、既にウクライナ政府勢力範囲
から外れた「資源の呪い」震源地のウクライナ
への残渣についても「資源の呪い」の文脈上に
置き直す。

3-1. ドンバス地方

　ドンバス地方は、主にウクライナ東部のド
ネツク州（26,520km²）およびルハンスク州
（26,680km²）の２州を指す。ロシア侵攻前、
ドンバス地方のうちドネツク人民共和国の実行
支配地域は東部7,853 km²、ルハンスク人民共
和国の実行支配地域は南部8,353km² であり、
ドンバス地方全体の３分の１程度の領土がウ
クライナ政府の実効支配地から離れたこととな
る。
　ドンバス地方では、1779年に炭鉱が開始さ
れた。1866年に鉄工所が建設されたのを契機
に、ロシア帝国、ソビエト連邦、ロシア共和
国・ウクライナへの主要な石炭、そして鉄、加
工金属の供給地として急速に発展した5。2000
年代には、ドンバス地方がウクライナ GDP の
16-18％、ドネツク州のみで12-13% をコンスタ
ントに占めており、マイダン革命以前に限定さ
れるが、ウクライナ最大の産業地・人口集積都
市としてのドンバス地方の政治的影響力は大き
い。2013年末には、ウクライナの鉱業と採石
活動の35％、製造業の22％、エネルギー供給
の20％、水供給の18％がこの地域にあった。
　人口は、ウクライナ総人口の14.5％を占め、
同地方の人口658万3400人の大半はドネツク州
（434万3900人）に、残りの223万9500人はル
ハンスク州に居住している。ドネツク州はウク

ライナで最も豊かな州の１つであり、１人当た
りの年間総所得は37,680UAH（$4,714）で、国
の平均を12% 上回っていた。
　マイダン革命直前まで大半の大統領や有力政
治家・官僚がドンバス地方を拠点とするか、そ
の傘下にあった。加えて、2004年にクチマ大
統領から後継者としてヤヌコーヴィチが指名さ
れてより、ヤヌコーヴィチの政治基盤として、
そして、ヤヌコーヴィチの盟友としてウクライ
ナ最大のオルガルヒに成長したリナット・アク
メトフの産業基盤として、キーヴ中心の親欧派
と競合する親露派の拠点であり続けた。
　また、石炭は、ロシア輸出およびロシアへ大
半を輸出する金属加工工場の燃料として利用さ
れる。このため、ロシアとの経済的な繋がりが
強い。2001年のセンサスでは、ロシア語を母
語とする人口割合の高い州から順に、セバスト
ポリ州（90.6％）、クリミア州（77.0％）、ドネ
ツク州（74.9％）、ルハンスク州（68.8％）とな
っており、他州は50％を下回り、西部地域は
全て５％を下回る。
　顕著な政治経済的重要性を維持し続けてきた
一方で、ソビエト連邦からの独立後から現在に
至るまでウクライナの炭鉱業は長期の慢性的な
低迷を続けていた。ソビエトからの独立当初、
国際石炭価格の下落に伴ってウクライナ炭鉱業
は低迷し、国際石炭価格が回復した2005年に
は、既に、疲弊して完全に国際競争力を失って
いた。そのような状況に対し、政府は巨額の補
助金により閉山炭鉱数を最小化し、炭鉱労働者
をはじめとする大量の石炭産業関係労働者たち
の生活を支える状況が慢性化していた。この結
果としての人口流出、失業、高齢化、相対的な
年金への財政重圧が、ドンバス地方の持続性の
危機を高めてきた6。

5　ドンバス地方のソビエト連邦からの独立前後までの
歴史に関しては、Kuromiya （1998）が詳しい。

6　経済状況については、Mykhnenko（2018）（2020）を
利用した。
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3-2. 分離独立の背景

　2014年のドンバス地方の分離独立運動と実
質的な独立を成立させた理由として、これまで
数多くの分析がなされ、いくつもの要因が挙げ
られている。それら要因は、それぞれ独立した
別個のものではなく、互いに重なり合い、補完
し合うものである。それらを整理するならば、
（１）アイデンティティの相違に注目した東西
の歴史経験・認識の差異に基づく東の西に対す
る失意や怒り、（２）政治リーダーに注目した
ドンバス地方を中心とした東部および南部地域
のパトロネージ構造、（３）パトロネージ構造
の別側面としての「マフィア国家」、（４）経済
要因としての炭鉱を中心とする産業衰退への危
機感、に整理できる。以下、東南部地域と表現
した場合、一般的に認識される東部地域（ハル
キウ州、ルハンスク州、ドネツク州、ドニプロ
ペトロフシク州）および南部地域（ザポリージ
ャ州、ヘルソン州、クリミア州、ミコライフ
州、オデッサ州）の両方を含む地域として言及
する（東部、南部それぞれ図１東南の太線の地
域）。

アイデンティティ・アプローチ

　最も良く語られる言説は、そもそも西部地域
と東南部地域は住民の政治意識もしくは帰属意
識が異なるというものである。アイデンティテ
ィの相違で最も良く言及されるのは、先述した
母語の相違についてである。繰り返しになる
が、クリミア地方とドンバス地方でロシア語を
母語とする住民が圧倒的に多く、他の東部地域
でウクライナ語とロシア語が半々程度、西部地
域ではウクライナ語の住民が圧倒的である。
　母語の相違に加えて、ダーデンは、『Foreign 
Affairs』で分離独立紛争に至るアイデンティテ
ィの分裂と対立の理由を次のように語ってい
る。
　キーヴ中心のウクライナ政府、もしくは西部
地域（リヴィウ州、テルノーピリ州、イヴァー
ノ＝フランキーウシク州）は、（図１の西側太

線地域）ハプスブルグ・オーストリアの一部で
あり欧州への帰属意識が高く、東南部地域はソ
ビエト連邦もしくはロシア帝国への帰属意識が
高い。ソビエト連邦からの独立後にウクライナ
人としてのアイデンティティは全国的に強化さ
れてはいる7。しかし、地域への帰属意識は分
裂したままであった。
　2014年のマイダン革命による新政権では、
多くの重要職が人口にするとウクライナ総人口
の12％でしかない元ハプスブルグの州で占め
られ、最大人口を占める東部地域の出身者は２
人までに削減された。前ヤヌコーヴィチ政権で
は75％の政府要職が東部で占められ、42％は
ドネツク州（33％がルハンスク州）であったの
とは対照的であった8。加えて、このマイダン
革命は、暴力的ともとれるデモによってヤヌコ
ーヴィチ大統領を追い出す形で決着し、東南部
地域からは政権が西部によって「盗まれた」と
強い批判が出された（Darden, 2014）。
　また、経済依存や言語も帰属意識を定義する
要因であり、東部地域、特にドンバス地方にお
いて、ロシア経済への依存やロシア語話者の割
合は極めて高い。
　このアイデンティティ・アプローチは、上述
のようなアイデンティティや社会認識が、東南
部においてマイダン革命で国家を西部に「盗
み取られた」という怒りの感情と容易に結びつ
き、ドンバス紛争へと至る感情的な反マイダ
ン革命運動を盛り上げることとなった、もしく
は、同時に西部の東部に対する怒りや反感をも
高め、分離独立運動につながったと説明する
（Wilson, 2016）（Platonova, 2021）（Mataveera, 
2018）。

7　ウクライナ人としてのアイデンティティの強化
（Ukrainization）（Ukrainified）に関して、Mankoff （2022）
は多角的な視点とデータからソビエト連邦時代からそ
の強化の進展を描き出している。

8　地域による分裂が明確なウクライナでは、政治家、
特に中央政府の要職を占める政治家の出身地の数は、
それぞれの地域の人々にとって非常に敏感な事項であ
った。
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エリートアプローチ

　ドネツク州を中心に作り上げられたローカ
ル・エリートを頂点としたパトロネージ構造
（Kudellia, 2014）も東西地域の不和を説明する
主要な要因の一つである。パトロネージ構造の
上部アクターとして、表社会においてクラフチ
ュク、クチマ、クチマの後継者として指名され
たヤヌコーヴィチといった歴代の大統領が語ら
れ、裏社会では、「裏社会のドン」（もしくは
「影のドン」）とも呼ばれ1995年に暗殺された
アクハト・ブラギン（もしくは「アリク・グレ
ック」）の名が挙げられる。そして、表社会と
裏社会の両方を統合したかのような存在として
急速に力をつけたのが、裏社会でブラギンの跡
を継いだとも噂され、ヤヌコーヴィチ大統領
の盟友としてウクライナ最大のオルガルヒへと
急速な成長を見せたリナット・アクメトフであ
る。
　マイダン革命は、ヤヌコーヴィチ大統領・ア
クメトフ東南部地域連合 vs ユーロマイダン西
部地域連合として語られたが、ヤヌーコヴィチ
のロシア亡命後は、アクメトフ（東南部地域）
帝国 vs ポロシェンコ政権（その後はゼレンス
キー政権）といった構図で語られることとなる
（Hess, 2020）。また、親欧政権の掲げる汚職撲
滅運動にとってアクメトフは絶えず最大の障害
として認識されてきた。
　富豪になるまでのアクメトフの経歴はほとん
ど知られていない。ドネツクを拠点とする東側
地域の裏社会のドンと呼ばれたブラギンの後継
者として彼の暗殺（1995年）後に台頭してき
たと言われており、ヤヌコーヴィチの大統領就
任期間に国営企業の民営化で安価に設備を購入
し、また、補助金を利用して爆発的に資産を
拡大させた。アクメトフは鉱山・エネルギー
会社 DTEK と鉄鋼コングロマリット Metinvest
を拡大させ、自身の持株会社 System Capital 
Management （SCM）を通じて、全国に強力な
支配を展開している。東南部地域の石炭、電
力生産・配電の大部分を管理下に収め、2013

年末までに全国のエネルギーを実効支配する
に至った（Hess, 2020）（Kosicki and Nesterenko, 
2014）。少なくとも2014年の分離独立運動初期
まで、アクメトフは、ドンバス地域の法執行機
関、地方政府、労働人口全体に対してほぼ完全
な権限を有する人物と表現され、キーヴへの揺
さぶりを目的として分離主義運動を支援・利
用していると認識されていた（Sindelar, 2014）
（Olearchyk, 2014）。しかし、そのロシア軍か
ら炭鉱や製鉄所を国有化すると脅されて2014
年5月に明確にウクライナ政府の側についたと
言われている9。

「マフィア国家」アプローチ

　３つ目の言説は、先のパトロネージ構造の強
調点を変えたに過ぎないものであるが、東南
部地域を「マフィア国家」もしくは「犯罪都
市」とする説明である（Kosicki and Nesterenko, 
2014）（Kuzio, 2015）。それら言説では、東南部
地域は、「法の統治」からかけ離れた状態にあ
り、ソビエト連邦時代より政府ではなくマフィ
アのルールによる「統治」がなされてきた「独
立国家」であった10。Kuzio （2015）は、特にヤ
ヌコーヴィチやアクメトフが裏社会を基盤とし
た強固な権威主義的支配体制をドネツク州中心
に作り上げ、その動員力に伴う暴力を積極的に

9　ドンバス紛争開始時の有力エリートは、アクメトフ
を最大勢力として、元ルハンスク州知事アレクサンダ
ー・エフレモフが２大勢力として影響力を発揮してい
たと言われている。アクメトフとエフレモフは、その
当初、分離主義へ資金援助をしていた疑惑が投げかけ
られていた（Olearchyk, 2014）。

10　2014年の分離独立以前までのドンバス地方、特に
ドネツク州は、犯罪、汚職、麻薬、ギャングの「巣窟」
であったと認識されている。ソビエト連邦時代はドネ
ツクの炭鉱が受刑者の1991年のソビエト連邦からの独
立の時点で、2,186の犯罪グループがドネツク警察に
記録され、1991年から93年の間に犯罪は50% 増加し
た。刑務所の数も他州に比べて群を抜いて多い20施設
がドネツク州にあり、２位はルハンスク州の16施設で
ある。10人に１人が刑務所からの出所者であったと言
われ、違法行為で刑務所に入ることは、一つのステー
タスでもあった（Kosicki and Nesterenko, 2014）(Kuzio, 
2015）。
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利用してきた経緯を丁寧に描き出している。
　「法の規範（Rule of Law）」ではなく、「強者
の 法（Law of the strongest）」（Zon 2006） の 下
にあった東南部地域は、中央政府による統制か
ら離れ、実質的な自治（Zuzio 2015）によって
のみ成立し得る。このため、東南部地域の支配
者たちは、絶えず自らが政権を握るか国の制度
としての自治権拡大を目指してきた。したがっ
て、オレンジ革命やマイダン革命によって発足
した西部地域の価値観、言い換えるならば、
EU との取引や EU への加盟を視野に入れて人
権、環境、民主主義、透明性等の価値を反映さ
せようとする政策は、「マフィア国家」にとっ
て深刻な脅威に他ならない。
　マイダン革命までの住民投票で、東南部地域
は、絶えずロシアではなくウクライナとしての
独立を選択してきた。この背景にあるのは、ウ
クライナという一つの国を目指すというより
も、ロシアへの併合を拒否し、自治権を拡大し
たいとの意識が強い。東南部地域が最終的に分
離独立を選んだのは、マイダン革命による東南
部地域外しや西部地域の価値観の押し付けによ
り、東南部地域、特にその中心であるドンバス
地域にとって、分離独立が「マフィア国家」と
しての生き残りのための残された唯一の選択肢
であったからと捉えることも可能である。

経済アプローチ

　さらに、石炭産業の特殊性が分離主義を大き
く支えた。そもそもソビエト連邦時代のドンバ
ス地方の炭鉱労働者の多くは、ソビエト連邦政
府によりソビエト連邦各地から送られてきた犯
罪者であり、炭鉱労働者と犯罪者、そして、
「マフィア国家」は、ある意味、三位一体の独
自の社会構造をドンバス地方中心に発展させて
きた。
　石炭産業はドンバス地方で最大の雇用を生み
出す産業であったが、ソビエト連邦からの独立
以降、長期にわたって衰退していった。ソビエ
ト連邦からの独立直前から現在に至るまで、炭

鉱労働者は労働運動の延長として、そして、石
炭産業を管理するエリートの利益を維持するた
めの手段として、絶えず生活手段である炭鉱お
よび炭鉱から得られる労働者の利益のために、
組織立った活発かつ時に過激な運動を続けてき
た。反ユーロマイダン運動を含む大規模な政治
活動のために、数万人規模の炭鉱労働者が何度
もキーヴに動員されている。さらに、2014年
ドンバス紛争勃発以降のドンバス地方での戦
闘の大部分も炭鉱地区で生じている（Guillory, 
2014）。
　1996年以降マイダン革命の開始までの期間
で137の炭鉱が閉鎖された。数千人の失業者が
出たが、ヤヌコーヴィチ大統領は直接補助金に
よって鉱山を稼働させた。炭鉱コストが大幅に
市場価格を上回っており、その差額を巨額の
補填金によって補充し、もしくは、単なる補
助金として直接ばら撒いたのである（Savinsky, 
2015）（Prokip, 2020）。その結果、「ほとんどの
鉱山企業は赤字経営となり、多くの国営鉱山は
何も生産せず、鉱山を正常に保ち、洪水や爆発
を防ぐためだけにスタッフを維持した。2014
年にウクライナが受けた IMF 融資の条件とし
て、キエフの新当局は、補助金を削減し、50
～70の鉱山を閉鎖する緊縮プログラムに同意
したが、それは数万人の（炭鉱関連の）失業者
を出す可能性があった」（Guillory, 2014）。
　 IMF に加え、欧州エネルギー共同体の規約
や EU 加盟への交渉も、ウクライナの二酸化炭
素排出量の約半分を占める炭鉱の縮小や石炭補
助金の削減を強く迫るものであり、石炭関連セ
クターや炭鉱労働者の危機感を強め、欧州や西
側諸国への忌避感を高める大きな要因となった
（Savinsky, 2015）（Prokip, 2020）。
　政府の巨額の支援にもかかわらず、多くの炭
鉱が閉山から逃れられなかった。そのため大幅
に縮小されたとは言え、それでも大量の失業者
を避けることはできなかった。そして、その失
業者の多くは、違法炭鉱や他の違法産業に吸収
され、先の「マフィア国家」の特徴をより強固
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なものとし、また、分離独立運動に動員される
こととなった（Kosicki and Nesterenko, 2014）。

3-3. 資源からの紛争要因の再整理

　多くのウクライナ紛争分析にとって、石炭産
業は紛争要因の一つでしかない。しかし、石炭
産業、特に、炭鉱の特徴から他要因を位置付け
直すならば、東部地域もしくはドンバス地方の
アイデンティティ、特殊なパトロネージ構造、
経済要因、「マフィア国家」といった要因はド
ンバス地方が炭鉱地帯であったからこそ紛争要
因にまでなり得たと言って良い。
　そもそものドンバス地方の発展は、政治戦略
性、経済利益、産業の有する雇用環境の不安定
さ、労働の危険性、武器としてのダイナマイト
獲得・利用の容易さといった石炭というより鉱
業の持つ特徴が、ドンバス紛争の理由として先
に挙げた「マフィア国家」やパトロネージ構
造、それらを含めた独自のアンデンティティ、
特殊経済利益を構築したことは間違いない。そ
して、その特殊かつ歪な社会構造をベースとし
た政治経済が国の制度や政治経済構造にも浸透
し、もしくは、国の介入を排除したことによ
り、その利益を享受する東部地域と非効率的か
つ非民主的、抑圧的な政治経済構造とその被害
を押し付けられる西部地域という対立構造が出
来上がってしまったのである。

3-4. ドンバス紛争後の残照

非効率で不適切な構造

　2014年のマイダン革命およびドンバス地方2
州の独立により、石炭の支配と国家支配との不
可分の結びつきが失われた。革命によって、政
権は西部地域に政治基盤を置く政治家に代替さ
れ、政治経済的な影響力を誇っていた「マフィ
ア国家」の主要地域はウクライナ政府管轄外部
の独立国家に組み込まれた。この結果、ウクラ
イナの非効率的経済体制および汚職の代名詞と
もなっていた石炭産業（Makarenko, 2018）の
国内パフォーマンスは激減した。2013年に国

内エネルギーの最大35.8% を占めた石炭の産出
量は、紛争以降60％減少した。石炭生産能力
の激減とヤヌコーヴィチの国外逃亡に伴い、
EU とのエネルギー共同体で EU から強く改善
を要求されていた石炭産業への巨額の補助金は
廃止され、2015年には石炭セクターのリフォ
ーム・近代化戦略も開始された。ウクライナは
ドンバス地方および石炭産業から切り離された
ことにより、ドンバス地方中心の汚職や暴力的
なパトロネージ構造11からも切り離されたので
ある。
　しかし、その全てを切り離せた訳ではない。
2018年にウクライナ政府は石炭セクターのリ
フォーム・近代化の一環として国家石炭公社
（NCC）を設立した。NCC はウクライナ政府
の統制領域にある19の国営石炭企業が経営す
る33の炭鉱を統合することとなった12。この
NCC を通した石炭戦略は、ロシアのウクライ
ナ侵攻によって頓挫したかたちとなっている
が、その NCC の内実や背景に目を向けるなら
ば、そこには、これまで作り上げられてきた非
効率的な社会構造のいくつかの残滓を見ること
ができる。
　第一に挙げられるのが、支配的な政治家の交
代と異なり、オリガルヒたちは石炭や金属産業
という基盤の多くを失いつつも依然として大き
な影響力を持ち続けた点である。2014年以降、
政府は石炭セクターの縮小を伴う近代化のため
の具体的な議論を開始したが、アクメトフを含
めたオリガルヒは透明性の向上や明確なルール
の導入を強く拒み続けた（Savitsky, 2015）のみ
ならず、劇的な復活を遂げた13。

11　ヤヌコーヴィチ政権が行なっていたとされる野党
への殺害を含んだ抑圧は激減し、武装した炭鉱労働者
をキーヴに動員することもできなくなった。

12　これは102ある炭鉱の1/3に過ぎず、残りの多くは
ドネツクとルハンスクの人民共和国の支配地域にある。

13　富者番付として有名なフォーブズを見ると、ドン
バス紛争で資源産業部門を失った、もしくは供給源を
失ったオリガルヒのほとんどが、若干の順位を下げて
はいるものの、その甚大な損失から回復している。

― 14 ―

［愛媛経済論集　第42巻，第１号，2022］



　2021年に公表された OECD によるウクライ
ナのエネルギーセクターに関する汚職リスク調
査報告書（OECD, 2021）は、ウクライナ政府
による汚職対策努力とその成果を認めつつも、
その成果は未だ不安定（vulnerable）な状況で
あることを指摘する。特に、コーポレートガバ
ナンスの実践レベルへの不安や不透明な国営企
業の経営者選定、そして、天然ガスセクター、
原子力セクター、石炭セクターで次々を発覚す
る汚職やそれぞれのセクターで異なる汚職の仕
組みの一部を明らかにした。さらに、報告書
は、これらエネルギーセクターと接続する電力
セクター、送電セクターでの根強い汚職構造に
も言及している。
　第二は、第一の点とも関係するが、NCC の
経営効率に関してである。ウクライナの炭鉱セ
クターの効率性の悪さは、少なくとも2000年
の時点でウクライナにとって改善すべき優先
的な課題であった。しかし、その改善は進ま
ずに、今回の NCC への統合を通した全体的抜
本的な改革が新たに立案された。そのため、
今回の効果について否定的な意見も強い。実
際、NCC 設立当時に利益を上げている国営企
業は19のうち３社のみでその他は「国家補助
金の肥溜め」とも呼ばれている（Makarenko, 
2018）。ウクライナ改革連合「改革パッケージ」
（Ukrainian reform coalition Reanimation Package 
of Reforms）の反腐敗専門家オレクサンドル・
レメノフは、ウクライナ社会は過去25年間、
潜在的な節約について様々な約束をしてきた
が、その結果は毎回、追加の運営費と新たな汚
職スキームであったと語っている。
　石炭セクターと間接的に関係する問題として
ウクライナの債務依存体質の継続がある。表２
が示すようにウクライナは、ソビエト連邦から
の独立以降債務依存体質を強化させてきた。
2002年より対外債務残高の GNI 比が50％を超
過し、2010年のヤヌコーヴィチ政権以降には
90％を超えた。ウクライナの債務の大部分がロ
シアからの値上げされた輸入天然ガスの支払い

に関するものであることは間違いない14。さら
に、ヤヌコーヴィチ政権で先述した石炭セクタ
ーへの補助金に代表される過剰な非効率的財政
支出によって膨れ上がり、ポロシェンコおよび
ゼレンスキー政権時代には、対外債務の縮小に
大きな進展を見せているものの、近年は、ロシ
アに支払う高額の天然ガス代金に加え、ドンバ
ス紛争への補填と財政健全化支出にウクライナ
財政が圧迫されている（Timtchenko, 2021）。

ドンバス地方からの解放による改善の兆し

　他方、2014年の政権交代により、これまで
口約束以上のものではなかった欧州との協調強
化のための準備が急速に進められることとなっ
た。上述の石炭産業の近代化を含めた鉱業およ
び石油・天然ガス産業の近代化や EITI を通し
た透明性向上のための法律や計画が次々と議
会で可決された。その当初こそ実行力に強い疑
いが向けられ、事実、オリガルヒの情報開示
に関して十分な進展は未だ得られていないが
（UAEiTi, 2022）、幾つかの分野において、大
きな前身が見られたのも事実である。
　表２では、2014を境に紛争関連および対外
債務、工業化、政府有効性の指標以外の社会指
標が改善に向かっている。特に規制の質の改善
が著しい。ドンバス地方で続く紛争を考慮に入
れるならば、そして、紛争の及んでいない領域
のみに評価を絞れるのであれば、それら数値は
さらに跳ね上がることが容易に想像できる。
　将来的に資源に紐づけられる問題を改善す
る上で基盤となり得るのは、EITI とともに進
める採鉱業関係の情報開示の実質的な前進で
ある。2015年に EITI ウクライナ強化法でその
枠組みを作成した後、2017年には改善のため

14　 Balmaceda (2008) は、ウクライナの天然ガスを含
むエネルギーのロシアへの強固な依存体制およびロシ
アエネルギーとの接点としてのガス輸送セクターや電
力セクターと政治家を組み込んだ汚職構造という２つ
の構造を維持することがロシアの資源レント政策であ
ると分析する。
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の EITI 促進法を施行した。採鉱業に関する契
約情報のデジタル化と市民への開示のシステム
化、採鉱業情報収集の効率化・簡素化のための
システムの構築は、「最初の一歩である」が将
来的な改善のための「重要な一歩」であるとし
て、EITI に賞賛を持って受け入れられた（EITI, 
2019）。そして、ウクライナ政府は、すぐさま
次の一歩として、地方分権化を前提とした地方
行政の参加、企業、自治体、市民のパートナー
シップと対話プラットフォームを伴う「ウクラ
イナの EITI のためのモニタリングおよび評価
システム」の構築を開始した（EITI, 2021）。

失われたドンバス地方再統合へのカード

　ドンバス地方による「呪縛」から大きく解放
されたウクライナが、EU やその他西側諸国と
の連携強化により、更なる制度の改善を進めて
いくことは間違いない。制度の透明化、民主
化、市場化は、ウクライナ全体の利益と社会正
義に利するものであるように思われる。しか
し、マイダン革命後のウクライナの制度改革
は、石炭産業に関連する雇用や収入および東南
部地域の排除を恐れて分離独立を支持もしくは
容認した数多くの東南部地域住民を更に突き放
す行為と彼ら・彼女らに認識させ得る。

4. ウラクイナにおける「資源の呪い」

レント依存メカニズム群

　化石燃料を含めた鉱物資源からドンバス紛争
やロシアのウクライナ侵攻を整理した第２、３
節は、ドンバス紛争とロシア侵攻という紛争・
戦争、そして、ドンバス紛争の理由となり、ま
た、その後もウクライナに浸透している非効率
的・非民主的な社会構造が、資源および資源産
業の特徴の故に作り上げられてきたことを明確
に示している。これは、まさに「資源もしくは
資源産業の特徴を起点として」「資源利益への
依存や期待が作り出す負の社会影響」としての
「資源の呪い」に他ならず、表２で示した摩擦

関連メカニズム群とレント依存メカニズム群の
強力な機能を確認できる。
　ソビエト連邦からの独立当時、レント国家メ
カニズムおよびレント・シーキングメカニズム
はドンバス地方で特に強く機能した。炭鉱から
得られる補助金により嵩上げされたレントは、
直接国庫に入るのではなく、ドンバスのエリー
トを頂点とするパトロネージ構造を強化・支持
する社会構造に取り込まれた。そして、その構
造と影響力は、ドンバス地方を越え、ウクライ
ナの国全体にまで拡大し、非民主的もしくは権
威主義的、そして、非効率的なウクライナの社
会構造を強化した。オレンジ革命後のユシチェ
ンコ政権（2005-2009）およびマイダン革命後
のポロシェンコ政権（2014-2018）とゼレンス
キー政権（2019-）において、その改善が進ん
でいるようにも見えるが、ドンバス紛争、そし
て、ロシアのウクライナ侵攻による負の影響は
大きい。
　資源産業および金属加工産業の権益保護のた
めの巨額な補助金という特殊な人為的資源レン
トがオリガルヒによって作り出されたが、これ
はレント・シーキング活動に他ならない。そし
て、この結果は、資源産業の競争力の喪失およ
び非効率的な強奪者に資する制度（Institution 
of Grabber-Friendly）の創出であった。
　オランダ病と言うほどの顕著な数値変化こそ
見られないものの、脱工業化も進んでいる。ウ
クライナが国際競争力を失っており、その非効
率的な制度の背景にレント依存メカニズムやレ
ント・シーキングメカニズムがあることは間違
いなく、それらを考慮に入れるならば、ソビエ
ト連邦からの独立以降、オランダ病メカニズム
も機能としていると言って良い。
　過剰債務メカニズムに関しては、少なくとも
ヤヌコーヴィチ政権までの債務が自国の資源へ
の自信や期待によって軽率に拡大させてしまっ
たものではなく、長期にわたる資源ブームの終
了処理としての過剰保護やロシアからのエネル
ギー資源輸入代金の拡大によるものであった。
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しかし、ポロシェンコ以降に EU や西側諸国か
らの債務が増大しており、そこには、ウクライ
ナ資源への大きな期待を見ることができる。

摩擦メカニズム群

　ドンバス紛争は、強欲メカニズムと不満メカ
ニズムが強力に機能したことによって引き起こ
された出来事である。ドンバス地方を中心に作
り上げられたエリートたちが自らの利益の拡大
や権益の保持を目的にドンバス「マフィア国
家」を作り上げ、オレンジ革命やマイダン革命
からその権益を守るために炭鉱労働者や関係者
を動員し、また、証拠はないが資金援助を行な
ったと言われている。
　加えて、動員された炭鉱労働者やその関係者
の多くに関しても、低い賃金や雇用環境、不安
定で先行き不安な生活への不満が反マイダン革
命運動や分離独立運動への参加の理由であっ
た。
　さらに、東南部地域での権益基盤を守るため
に行われた権威主義的で非効率的な保護政策に
対して多くのウクライナ国民が批判し、その不
満・批判がオレンジ革命やマイダン革命の大き
な原動力であったことは間違いない。そして、
それら反政府運動に対して、特にヤヌコーヴィ
チ陣営が暗殺・殺害や脅迫を含んだ抑圧行為を
広く行なっていたと言われているが、ここに抑
圧メカニズムの機能を見てとれる。

5. 結語：「資源の呪い」から見たロシア

のウクライナ侵攻

　「資源の呪い」から再整理するならば、ドン
バス紛争は、分離独立主義運動を強欲メカニズ
ムと不満メカニズムが支え、さらに、国の分裂
を抑圧メカニズムやレント依存メカニズム群が
強化したことによって、発生した悲劇と捉えら
れる。さらに、ウクライナの鉱物資源は、その
豊かさ故にロシアの資源外交による安全保障を
大いに脅かし得るものでもあった。自国の資源

外交の故にウクライナの資源を EU のために利
用させる訳にはいかず、さらに、自らが手にす
る場合の政治経済的な資源利益の可能性故に、
巨額のコストを要する軍事侵攻の決断を容易に
したと推測できる。
　ウクライナ一国内の「資源の呪い」分析だけ
では、このロシアの侵攻を十分に組み込むこと
はできない。しかし、ロシアを「資源の呪い」
に重度感染していると分析するならば、ここに
ウクライナとロシアの「資源の呪い」の複合的
な帰結として、ロシアのウクライナ侵攻をより
包括的多角的に捉えることができるのではない
だろうか。この点に関しては、今後の課題とし
たい。
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